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敷地面積 ５７３ ６４３ １ ２８９ １ ２８４ １
地区別 ５８６ ３２５ ７ ２９７ １３ ２８９ １１
敷地の入手方法 ４７１ ３２９ ６ ２１９ ６ ２５２ ４
住宅の入手方法 ５１２ ３９７ ４ ２５０ ９ ２６２ ２
建築時期 ５２９ ２１３ １２ ２５４ １２ ２７５ ９
入居時期 ５７８ ２１７ １１ ２９４ ２ ２８４ １３
世帯人数 ５８０ ２４３ １０ ２９６ １１ ２８４ １０
世帯タイプ ５８０ ３０６ ８ ２９６ ３ ２８４ ７
世帯収入 ５４２ ４００ ３ ２７０ ５ ２７２ ５
世帯主年令 ５７５ ２９４ ９ ２９１ ７ ２８４ ８
世帯主の職業 ５６８ ・４１３ ２ ２８７ ８ ２８１ ３
世帯主出身地 ５８２ １８１ １３ ２９５ １０ ２８７ １２

























































































































































































































































































































敷地面積 １ ２ １
地区別 １０ ９ ９
敷地の入手方法 １３ １１ ５
住宅の入手方法 ８ １０ １０
建築時期 １１ １３ １１
入居時期 ４ ４ １３
世帯人数 ６ ７ ４
世帯タイプ ７ ５ ７
世帯収入 ２ ６ ８
世帯主年令 ９ ３ ２




住宅の返済金 ３ １ ６
重相関係数 ０．９７２ ０．９７７ ０．９８０
サンプル数 ３５６ １５９ １９７
力 ア ゴリー数 ５６ ６１ ５０
川上：戸建持家の住居水準の規定要因に関する調査研究 2３
可能性があること，住宅の入手方法では新築の場合は中古・建売住宅購入の場合より２４ｍｚ大きくな
る可能性があること，世帯主年令では５０才以上の方が４９才以下より２９～３５ｍ２大きくなる可能性が
あること，住宅の建築時期の古さ，新しさによる違いはみられないことなどがよゑとれる。
以上にあげるような具体的数字は限られたサンプルに基づく計算値であるため，金沢市における一
般的目安とするには今後の継続的研究による検証が必要とされる。
6．結 牽叩
本研究では戸建住宅地における住居水準の規定要因を探るため,金沢市の１１居住地における戸建持
家世帯の調査データより廷床面積をその分析対象として取出し考察をおこなってきた。その結果，次
の知見が得られた。
１）廷床面積は居住水準と関わりの深い世帯人数より世帯収入などの世帯の経済力により強く規定
されていること。
２）当然ながら，敷地面積の大きさが最大の影響を与えていること。
３）成長した世帯タイプの住む住宅程延床面積が大きいこと。
４）特に，旧市街地では生れた時より居住した世帯が住む住宅の廷床面積が大きいこと。
５）世帯主の出身地，あるいは敷地の入手方法などの影響は少ないこと。
今後の課題としては他地域における調査データとの比較検討により地域性に関する考察を進めるこ
と，本研究で得られた数量化理論によるモデルを新たな調査データにより検証することなどがあげら
れる。
最後に，本研究を進めるにあたり貴重な助言と暖かい励ましとを戴いた小堀為雄教授に深く感謝し
ます。また，調査の実施，データ整理には本学大学院高山純一君，1977年度４年生遠藤達夫君（現日
本国有鉄道)，大西豊志君（現名古屋鉄道）の協力を得た。
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